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１．序
本稿の課題は, わが国大企業における「成果主義賃金制度」と賃金の成果主義化に伴って
重要になると思われる評価基準・結果の公開制や苦情処理機関の設置といった評価における
「手続的公正施策」の現状と動向を, 筆者が実施したアンケート調査をもとに明らかにする
ことである。
1990年代の中頃以降, わが国企業の多くは, その賃金制度において成果主義的な傾向を強
めている1)。成果主義賃金のもとでは, 賃金の決定に際して仕事の短期的な成果・業績がよ
り重視され, その結果, 従業員間の賃金格差は拡大し, 同じ従業員が受け取る賃金も業績に
応じて変動するようになる。そこで, 成果主義賃金がそのインセンティブ機能を有効に発揮
し, 従業員のモチベーションを高めるには, 賃金決定にかかわる手続に対する従業員の納得
感を高めること, つまり手続的公正を確保することがますます重要になる。このような問題
意識のもとに, 成果主義賃金制度と手続的公正施策の現状と動向を明らかにする目的でアン
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近畿圏に本社のある東京証券取引所上場企業（従業員規模500人以上）に
対するアンケート調査をもとに
1) 社会経済生産性本部がわが国の上場企業を対象に実施している調査によれば, 職能給, 役割・職
務給, 年俸制の1999年と2005年の２時点における導入率は下表のようになっている。伝統的な職能給
を採用する企業が減少傾向にあるのとは対照的に, 成果主義賃金の典型とされる役割・職務給や年俸
制を導入する企業は増加傾向にあることが見て取れる。
キーワード：成果主義賃金制度, 手続的公正施策, 成果・能力主義型
表 賃金制度の導入率推移
1999年 2005年
職 能 給
管理職層 80.9 57.5
一般職層 85.2 70.1
役割・職務給
管理職層 21.1 61.0
一般職層 17.7 40.9
年 俸 制
管理職層 22.7 37.4
一般職層 1.9 7.1
(出所) 社会経済生産本部・雇用システム研究センター編 [2006] 『2006年
版日本的人事制度の現状と課題～第９回日本的人事制度の変容に関す
る調査結果～』 社会経済生産性本部・生産性労働情報センター，８頁
より作成。
ケート調査を実施した。本稿は, このアンケート調査の集計結果をまとめ, 若干の分析を加
えたものである2)。
２．調 査 の 概 要
2.1. アンケート調査の課題と方法
(１) 調査の課題
近年, わが国大企業においては「成果主義賃金制度」が急速に普及しつつある。一方, 賃
金の成果主義化に伴って, 評価基準・結果の公開制や苦情処理機関の設置といった評価にお
ける「手続的公正にかかわる諸施策」がますます重要になると考えられる。そこで, 本アン
ケート調査の目的は, わが国大企業が採用している「成果主義賃金制度」と「手続的公正施
策」の現状と動向を明らかにし, その方向性を探ることにある。
(２) 調査対象企業
調査対象とした企業は, 東洋経済新報社編『会社四季報 CDROM 2006年３集』(東洋経
済新報社刊）をもとに, 東京証券取引所上場企業の中から, 近畿２府４県に本社が所在する
従業員500人以上の大企業である。アンケート発送企業は, 232社であり, 有効な回答を得た
企業はそのうち26社（回収率11.2％）であった。
(３) 調査方法と時期
調査は, アンケート用紙への各社人事担当部門の記入による回答とした。2006年12月下旬
に人事担当役員または人事担当部長宛にアンケート調査票（調査名：｢賃金制度と評価にお
ける『過程の公平性』施策に関するアンケート調査｣) (付属資料参照) を郵送し, 郵送によ
る返送によって回収した。2007年１月末日までに28社から回答が寄せられた。ただ, その内
の２社は, 丁重な挨拶状を添えてアンケートへの回答を辞退するとのものであった。したが
って, 有効回答は, この２社を除く26社となった。
2.2. 調査結果のポイント
アンケート調査から得られた注目すべき結果をまとめると, 次のようになる。
(１) 人事処遇の基本方針
人事処遇の基本的考え方（年功主義, 能力主義, 成果主義の中から選択）は, 従業員階層
により異なる企業が多く, 管理職層に関しては成果主義を採用する企業が多数 (６割) を占
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2) アンケートは筆者と陳宣が共同で作成し, これを実施した｡ 2007年１月12日までのアンケート回
収分をもとにした集計結果と考察は, 次の論文で行われている｡ 陳宣 [2007] 『日本企業における
成果主義賃金と過程の公平性』 桃山学院大学大学院経営学研究科修士論文｡ 本稿は, 2007年１月末日
までに寄せられた回答をもとに, 筆者が独自に集計し分析を加えたものである。
めるのに対し, 中堅層・一般職層に関しては能力主義を採用する企業が多数（５～６割）を
占めている。ただ, 非管理職層の中の中堅層に関しては, 一般職層に比べて成果主義を採用
する企業が多い (３割)。
一方, ３階層すべてに成果主義を採用する企業は21社中２社 (9.5％) であり, いまだ少
数にとどまっている。なお, ３階層に対する人事処遇の基本的考え方の組合せとしては, 管
理職層には成果主義, 中堅層には成果主義または能力主義, そして一般職層には能力主義を
採用する「成果・能力主義型」の企業が多数 (21社中９社 [42.8％]) を占めている。
(２) 基本給の決め方（基本給体系）
基本給の決め方は, 管理職層についてみれば, 役割給と職能給の２要素で構成する「役割
・職務給＋職能給」型を採用する企業が最も多く（26社中９社 [35％]), 基本給を役割給の
みで構成する「役割・職務給」型をとる企業（６社 [23％]) がこれに次いで多くなってい
る。一方, 非管理職層についてみれば, 基本給を職能給と年齢給の２要素で構成する「職能
給＋年齢給」型を採用する企業（10社 [40％]) が最も多い。また, 基本給における成果主
義賃金の１類型である「役割・職務給」の導入状況に着目すると, 管理職層では18社（72％）
ですでにこれを導入済みであるのに対し, 非管理職層では12社 (48％) にとどまっている。
このように, 基本給の成果主義化は, 非管理職層よりも管理職層において一層進んでいると
いえる。
(３) 基本給に占める成果主義賃金のウェイトとその変化傾向
「役割・職務給」採用企業における基本給に占めるそのウェイトをみると, 管理職層の場
合には, 100％の企業が16社中５社 (31.3％）あり, ６割以上を「役割・職務給」が占める
企業は16社中９社（56.3％）に達している。これに対し, 非管理職層の場合には,「役割・
職務給」のウェイトが３割未満の企業が３分の１に達している。
一方, ウェイトの変化についてみれば, 管理職層では,「役割・職務給」のウェイトを５
年前と比べて増やした企業が最も多い（20社中９社 [45％]) のに対し, 非管理職層の場合
には,「職能給」のウェイトを増やした企業が最も多くなっている（21社中７社 [33％])。
なお, ５年前と比べてウェイトが減った賃金項目をみると, 管理職層では「年齢給」と「職
能給｣, 非管理職層では「年齢給」があげられている。
また, 企業の今後の対応をみると, 管理職層に関しては, 現状維持の企業がほとんどであ
るのに対し, 非管理職層に関しては, 現状維持の企業が多数ではあるものの,「役割・職務
給」のウェイトを増やす企業や「年齢給」のウェイトを減らしたり廃止する企業も少数なが
ら存在する。それゆえ, 今後は, 非管理職層の賃金の成果主義化がさらに強まると予測され
る。
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(４) ｢役割・職務給」または「職能給」の型
「役割・職務給」や「職能給」の場合, ｢積み上げ昇給｣よりも「洗い替えの昇降給」や等
級内における昇降給のない「シングルレート」を採用する方が成果主義的色彩は強いと考え
られる。この点に関して,「役割･職務給」の場合には, 管理職層の方が非管理職層よりも成
果主義的色彩の強い制度を採用していることが明らかになった。すなわち, 管理職層では
「シングルレート」を採用する企業が最も多く, これに「洗い替えの昇降給」を採用する企
業を加えると「役割・職務給」採用企業の６割に達する。一方,「積み上げ昇給」を採用す
る企業は３割弱にとどまる。これに対し, 非管理職層では,「積み上げ昇給」を採用する企
業が最も多く（４割強),「洗い替えの昇降給」と「シングルレート」を採用する企業を合わ
せても３割強にとどまる。
なお,「職能給」の場合には, 管理職層と非管理職層との間にこのような差異は認められ
ず, いずれも「積み上げ昇給」を採用する企業が最も多くなっている。
(５) 昇給（降給）システムのタイプと運用実態
昇給（降給）システムのタイプに関しては, 管理職層の場合には,「能力や成果に対する
査定結果が悪い場合には, ゼロ昇給または降給が起こりうる」制度を採用する企業が84.6％
で最も多い。ただ, 運用実態として「最近の５年間に関して, ゼロ昇給の者がいる」と回答
した企業は73.1％と10％ポイント強低下し,「最近の５年間に関して, 降給になった者がい
る」と回答した企業はこれよりもさらに20％ポイント低い53.8％にとどまっている。
一方, 非管理職層においては, ３社に２社が「ゼロ昇給または降給が起こりうる」制度を
採用しているのであるが, 運用実態として「最近の５年間に, 降給になった者がいる」と回
答した企業は半減し, 回答企業の３社に１社にとどまっている。
(６) 賞与または年俸額における「業績査定部分」の割合とその推移
賞与または年俸額における「業績査定部分」の割合に関しては, 非管理職層の場合, ５％
～25％とする企業が多数（６割）を占める。これに対し, 管理職層の場合には, 10～25％と
する企業が４割弱で最も多いものの, 50％以上に達する企業も３割弱とこれに次いで多く,
業績査定部分の割合は, 非管理職層よりも管理職層の方が高くなる傾向にある。
一方, ５年前と比較すると, 管理職層・非管理職層のいずれも「業績査定部分」のウェイ
トに変化はないとする企業が過半数の多数を占めるものの, 管理職層では４割の企業が, 非
管理職層では３割の企業がそのウェイトを増加させており, この５年間で, 賞与または年俸
制における成果主義的傾向を強める企業が増えていることがわかる。また, 今後の展望とし
て, 業績査定部分の割合を変化させないとする企業が多数を占めるものの, 今後はそれを増
やすとする企業も３～４割存在し, 成果主義的色彩がさらに強くなることが予想される。
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(７) 賞与または年俸額における業績査定部分の「制度設計上の」格差と「実際の」格差
管理職層, 非管理職層ともに,「制度設計上の」格差の開きと「実際の」それとは概ね一
致している｡「業績査定部分」の上下格差については,「±10～25％」とする企業が管理職層
・非管理職層ともに最も多く, これに次いで多いのは, 管理職層では「±25～50％」および
「±50％以上」であり, 非管理職層では「±25～50％」となっている。
なお, ５年前と比べた上下格差の開の実際は, 変化なしとする企業が７割で最多であるが,
これに次いで多いのは「拡大した」とする企業であって, ４社に１社がこれに該当する。ま
た, 今後については,「変化なし」とする企業が７割で最多であるが, これに次いで多いの
は,「今後, 拡大させる」とする企業であって, 回答企業の約３割がこれに該当する。
(８) 手続的公正施策：｢情報公開」関係
評価基準や方法を公開している企業は回答企業26社中25社 [96.2％], 評価結果を被評価
者へフィードバックしている企業はこれより若干低いが26社中21社 [80.8％] に達しており,
大部分の企業が人事考課を公開している。
なお, 評価結果のフィードバックを行わない理由として, フィードバックがもたらしうる
モラールダウンの回避を企業は重視していることが推測できる。
(９) 手続的公正施策：苦情処理制度
採用率は情報公開関係施策に及ばないものの, 回答企業のほぼ半数（26社中12社 [46.2％]）
が, 評価や査定に対する何らかの苦情処理制度を採用している。この苦情処理制度の採用は,
降格（降職）となる者がいるなど, 総じて, 人事処遇の成果主義的色彩の強い企業に多い。
苦情処理の制度や仕組みとして, 多くの企業（12社中５社 [41.7％]）が採用しているのは
次の４つである｡「会社側に苦情処理の機関が設置されている」｢会社と労働組合が苦情を協
議したり処理する機関が設置されている」｢労働組合に苦情処理窓口が設置されている」｢個
別に再度上司とじっくり話し合う機会をもつことになっている｣。
これらの苦情処理制度が苦情や異議を申し立てやすい制度になっていると人事部門が考え
る企業は13社中３社 (23.1％) にとどまる。ただ, 13社中５社 (38.5％) において, 2002年
から2006年までの５年間に異議申し立てによって評価結果が見直されたケースがあり, 少な
くない企業において苦情処理制度は有効に機能しているとみることができる。
なお, 苦情処理制度を企業が導入していない理由をみると,「評価や査定結果については,
納得がいくまで上司と部下が話し合うのが一番良いと考えるから」とする企業が最多（10社
[71.4％]）であり,「評価や査定結果の妥当性について, 苦情処理機関が裁定を下すのは基
本的に困難であるから」とする企業がこれに次いで多い（８社 [57.1％])。
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(10) 手続的公正施策：｢発言」関係
「人事考課表の作成（評価基準, ウェイトなどの決定）に従業員代表が関与する」企業は,
回答企業26社中半数の13社あった。なお, この「発言」関係施策の有無と苦情処理制度の有
無の間には, 正の相関が認められる。
３．調査結果および分析
3.1. 回答企業の特性
アンケートを発送した企業および有効回答を得た企業の産業別分布（会社数および比率）
は, 表１の通りである。製造業からの回答が14社と過半数を占めるが, これは, 母集団にお
けるその多さを反映したものといえる。金融・保険業からの回答が皆無だった点を除き, 回
答企業数は概ね母集団の産業別分布に相応しているといえよう。
また, アンケート送付先および回答企業の正規従業員の規模別の分布は, 表２の通りであ
る。従業員規模1,000人未満の企業からの回答が13社と半数を占めるが, これは, 母集団の
分布に概ね相応するものといえよう。一方, 10,000人以上規模企業からの回答は５社あり,
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表１ アンケートの発送先および回答企業の産業別分布
産 業
アンケート発送先 有効回答企業
社 比率 社 比率
1. 農林・水産・鉱業 0 0.0％ 0 0.0％
2. 建 設 業 14 6.0％ 2 7.7％
3. 製 造 業 144 62.1％ 14 53.8％
4. 電気・ガス・水道・熱供給事業 2 0.9％ 0 0.0％
5. 運輸・通信業 12 5.2％ 1 3.8％
6. 卸売・小売業 37 15.9％ 6 23.1％
7. 金融・保険業 16 6.9％ 0 0.0％
8. 不 動 産 業 0 0.0％ 0 0.0％
9. サービス業 7 3.0％ 3 11.5％
計 232 100.0％ 26 100.0％
表２ アンケートの発送先および回答企業の従業員規模別分布
従 業 員 規 模
アンケート発送先 有効回答企業
社 比率 社 比率
1. 1,000人未満 93 40.1％ 13 50.0％
2. 1,000～4,999人 109 47.0％ 6 23.1％
3. 5,000～9,999人 19 8.2％ 2 7.7％
4. 10,000人以上 11 4.7％ 5 19.2％
計 232 100.0％ 26 100.0％
これは母集団の分布に比べて相当高い回答企業数となっている。ただ, 母集団では半数近く
の多数を占める1,000人以上5,000人未満規模企業からの回答は６社にとどまっており, 母集
団の分布に比べてこの規模の回答企業の割合は低くなっている。
表３は, 回答企業の業績および企業を取り巻く競争環境の状況を示したものである。これ
によれば, 回答企業の３社に２社は, 会社単独の業績が好調に推移していることがわかる。
一方, 企業を取り巻く競争環境に関しては, ５年前に比べて相当厳しくなっていると回答し
ている企業が３社に２社に達しており, 多数の企業で競争環境の激化が認められる。
3.2. 人事処遇の基本方針
賃金制度の基礎にある人事処遇の基本的な考え方を知るために, 年功主義・能力主義・成
果主義の３つを挙げ, 従業員の階層別（管理職層, 中堅層, 一般職層）に最も近いと思われ
るもの１つを選ぶ仕方で回答を求めた。その結果をまとめたものが, 表４である。
この表から明らかなことは, 企業が採用する人事処遇の基本的な考え方は, 従業員の階層
によって異なると言うことである。管理職層に関しては, 成果主義を採用する企業が６割と
最も多く, 能力主義を採用する企業が３割強でこれに次ぎ, 年功主義を採用する企業は１割
弱に過ぎない。これに対し, 一般職層に関しては, 能力主義を採用する企業が５割強で最も
多く, 年功主義を採用する企業が３割弱でこれに次ぎ, 成果主義を採用する企業は２割弱に
とどまる。管理職層と一般職層の中間に位置する中堅層に関しては, 能力主義を採用する企
業が６割弱で最も多く, この点では一般職層と同じであるが, 成果主義を採用する企業が３
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表３ 回答企業の業績および企業を取り巻く競争環境の状況
１. 当ては
まる
２. どちらか
といえば当て
はまる
３. どとらか
といえば当て
はまらない
４. 当ては
まらない 計
Ｌ. 会社単独の2005年度の
経常利益は, 全年度に比べ
て相当増加した
(社) 6 10 7 3 26
(比率) 23.1％ 38.5％ 26.9％ 11.5％ 100.0％
Ｍ. 会社単独の決算におけ
る利益指標は, ここ数年,
相当順調に推移している
(社) 5 13 7 1 26
(比率) 19.2％ 50.0％ 26.9％ 3.8％ 100.0％
Ｎ. 会社を取り巻く競争環
境は, ５年前に比べ, 相当
厳しくなっている
(社) 9 8 7 2 26
(比率) 34.6％ 30.8％ 26.9％ 7.7％ 100.0％
表４ 従業員階層別にみた人事処遇の基本的考え方（その１）
（有効回答数：25社）
成果主義 能力主義 年功主義
管理職層 62％ 34％ 4％
中 堅 層 32％ 58％ 10％
一般職層 18％ 56％ 26％
割強でこれに次ぎ, 年功主義を採用する企業は１割にとどまる。
このように, 管理職層に関しては成果主義を採用する企業が多数を占めるのに対し, 中堅
層・一般職層に関しては能力主義を採用する企業が多数を占めており, 管理職層と中堅層・
一般職層との間では, 企業の人事処遇の基本的な考え方において相違が認められるのである。
ただ, 非管理職層の中の中堅層に関しては, 一般職層に比べて成果主義を採用する企業が多
く, この点で, 中堅層は人事処遇の基本的な考え方においても管理職層と一般職層の中間に
位置するとみることができる。
表５は, ３つの従業員階層に関して採用されている人事処遇の基本的考え方の組合せをも
とに, 企業を類型化したものである。回答企業が１社の場合を除いてみてみると, 人事処遇
の基本的考え方は, 次の４類型に分かれる。すなわち, ３階層すべてに成果主義を採用して
いる「成果主義型」(表５の企業類型Ａ), 管理職層には成果主義, 一般職層には能力主義を
採用している「成果・能力主義型」(Ｂ,Ｃ), 管理職層には成果主義, 中堅層には能力主義,
一般職層には年功主義を採用している「成果・能力・年功主義型」(Ｄ）および３階層すべ
てに能力主義を採用している「能力主義型」(Ｅ）がそれである。
これら４類型の分布をみると,「成果・能力主義型」(Ｂ,Ｃ）が９社 (42.8％) と全体の
半数近くの多数を占め,「能力主義型」(Ｅ）と「成果・能力・年功主義型」(Ｄ）がそれぞ
れ３社でこれに次いで多く,「成果主義型」は２社 (9.5％) にとどまっている。このように,
回答企業においては, 管理職層には成果主義, 一般職層には能力主義を採用する「成果・能
力主義型」企業が多数を占めており, ３階層すべてに成果主義を採用する「成果主義型」企
業は未だ少数にとどまっているのである。
なお, ここで見た人事処遇の基本的な考え方と企業が実際に採用している賃金制度との関
連については, 次項で考察したいと思う。
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表５ 従業員階層別にみた人事処遇の基本的考え方（その２）
企業類型 管理職層 中 堅 層 一般職層
回答企業
社 比率
Ａ 成果主義 成果主義 成果主義 2 9.5％
Ｂ 成果主義 成果主義 能力主義 4 19.0％
Ｃ 成果主義 能力主義 能力主義 5 23.8％
Ｄ 成果主義 能力主義 年功主義 3 14.3％
Ｅ 能力主義 能力主義 能力主義 3 14.3％
Ｆ 能力主義 能力主義 年功主義 1 4.8％
Ｇ 能力主義 年功主義 年功主義 1 4.8％
Ｈ 能力主義 能力主義 成果主義 1 4.8％
Ｉ 能力主義 成果主義 成果主義 1 4.8％
計 21 100.0％
3.3. 成果主義賃金制度
3.3.1. 基本給の決め方（基本給体系）
基本給の成果主義化の現状を知るために, 基本給の決定要素について調査した。基本給の
決定要素として,「Ａ.役割または職務の価値（以下「役割・職務給」と略す)」｢Ｂ.職務遂
行能力（以下「職能給」と略す)」および「Ｃ.年齢または勤続年数（以下「年齢給」と略す)」
の３つをあげ, その導入状況をもとに基本給の決め方（基本給体系）を示したのが表６であ
る。
まず, 管理職層についてみれば, 役割給と職能給の２要素で構成する「役割・職務給＋職
能給」型をとる企業が有効回答26社中９社 (35％) と最も多く, 基本給を役割給のみで構成
する「役割・職務給」型が６社 (23％) とこれに次いで多くなっている。一方, 非管理職層
についてみれば, 基本給を職能給と年齢給の２要素で構成する「職能給＋年齢給」型が10社
(40％) と最も多い。
また, 役割給の導入状況を見ると, 管理職層では19社 (74％) ですでに導入済みであるの
に対し, 非管理職層では12社 (48％) にとどまっている。このように, 成果主義賃金の１類
型である役割・職務給は, 非管理職層に比べて管理職層により広く導入されているのである。
表７は, 管理職層と非管理職層の賃金体系をクロス集計したものである（有効回答企業25
社)。これによれば, 管理職層と非管理職層に対して同一の基本給体系を採用している企業
（表７の対角線に位置する企業）は, 有効回答25社中12社 (48％) ある。この12社の中で,
基本給の少なくとも一部に役割給を含む企業は７社 (58％) であるのに対し, 少なくとも一
部に職能給を含む企業は11社 (92％) となっている。このように, 管理職層と非管理職層に
同じ基本給体系を適用する企業においては, 現在のところ, 役割・職務給体系を採用する企
業よりも職能給体系を採用する企業の方が優勢であることがわかる。
また, 管理職層と非管理職層とで適用する基本給体系が異なる企業の場合, 非管理職層で
は管理職層に比べて職能給ないし年齢給の色彩がより強くなる傾向が認められる。例えば,
管理職層に対しては「役割・職務給」型を採用し, 非管理職層には「職能給」型ないし「職
能給＋年齢給」型を採用する場合や, 管理職層に対しては「役割・職務給＋職能給」型を採
用し, 非管理職層には「職能給＋年齢給」型を採用する場合がそれである。ちなみに, この
ことは, 表７において, 対角線よりも右上に位置する企業に該当する。対角線よりも左下に
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表６ 基本給の決め方（その１）
役割給
役割給＋
職能給
役割給＋職能
給＋年齢給
役割給＋
年齢給
職能給
職能給＋
年齢給
年齢給 計
管 理 職 層
(社) 6 9 3 1 3 4 0 26
(％) 23 35 12 4 12 15 0 100
非管理職層
(社) 1 4 7 0 3 10 0 25
(％) 4 16 28 0 12 40 0 100
位置する企業は１社に過ぎず, これに対して, 対角線よりも右上に位置する企業は12社
(48％) と圧倒的多数を占めているのである。
3.3.2. 基本給に占める成果主義賃金のウェイトとその変化傾向
表８は, 基本給に占める各賃金項目の現在のウェイトを示したものである。管理職層の場
合,「役割・職務給」が基本給の100％を占める企業が16社中５社 (31.3％) あり, この賃金
項目を採用している企業の中で最も多くなっている。また, 基本給の過半である６割以上を
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表７ 基本給の決め方（その２）
非管理職層
計
役割給
役割給＋
職能給
役割給＋
職能給＋
年齢給
役割給＋
年齢給
職能給
職能給＋
年齢給
年齢給
管
理
職
層
役 割 給
1 1 1 0 2 1 0 6
4.0％ 4.0％ 4.0％ 0.0％ 8.0％ 4.0％ 0.0％ 24.0％
役割給＋
職能給
0 3 2 0 0 3 0 8
0.0％ 12.0％ 8.0％ 0.0％ 0.0％ 12.0％ 0.0％ 32.0％
役割給＋職能
給＋年齢給
0 0 3 0 0 0 0 3
0.0％ 0.0％ 12.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 12.0％
役割給＋
年齢給
0 0 1 0 0 0 0 1
0.0％ 0.0％ 4.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 4.0％
職 能 給
0 0 0 0 1 2 0 3
0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 4.0％ 8.0％ 0.0％ 12.0％
職能給＋
年齢給
0 0 0 0 0 4 0 4
0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 16.0％ 0.0％ 16.0％
年 齢 給
0 0 0 0 0 0 0 0
0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％
計
1 4 7 0 3 10 0 25
4.0％ 16.0％ 28.0％ 0.0％ 12.0％ 40.0％ 0.0％ 100.0％
表８ 基本給に占める各賃金項目のウェイト
回答企業数 基本給に占める割合
社 100％ 60～99％ 30～59％ 1～29％
管 理 職 層
Ａ. ｢役割・職務給｣ 16 31.3％ 25.0％ 18.8％ 25.0％
Ｂ. ｢職能給｣ 15 20.0％ 40.0％ 26.7％ 13.3％
Ｃ. ｢年齢給｣ 7 0.0％ 14.3％ 57.1％ 28.6％
非管理職層
Ａ. ｢役割・職能給｣ 9 11.1％ 33.3％ 22.2％ 33.3％
Ｂ. ｢職能給｣ 21 19.0％ 28.6％ 38.1％ 14.3％
Ｃ. ｢年齢給｣ 15 0.0％ 20.0％ 60.0％ 20.0％
「役割・職務給」が占める企業は16社中９社 (56.3％) に達している。一方, 非管理職層で
は,「役割・職務給」が基本給の100％を占める企業は９社中１社 (11.1％) に過ぎず, ６割
以上を「役割・職務給」が占める企業も９社中４社 (44.4％) にとどまるのに対し,「役割
・職務給」のウェイトが３割未満の企業が９社中３社 (33.3％) に達している。
表９は, ５年前と比較した各賃金項目のウェイトの変化を示したものである。管理職層で
は,「役割・職務給」のウェイトを５年前と比べて増やした企業が最も多く, 回答企業20社
の中で９社 (45％) がこれを行っている。一方, 非管理職層の場合には,「職能給」のウェ
イトを増やした企業が最も多い (21社中７社 [33％])。なお, ５年前と比べてウェイトが減
った賃金項目をみると, 管理職層では「年齢給」と「職能給｣, 非管理職層では「年齢給」
があげられている。こうした賃金項目のウェイトの変化から, この５年間で総じて基本給の
成果主義化が進展しつつあるということができよう。
一方, 表10は, 各賃金項目に対する企業の今後の対応を示したものである。管理職層に関
しては, 現状を維持する企業がほとんどである。これに対し, 非管理職層に関しては, 現状
を維持する企業が多数ではあるものの,「役割・職務給」のウェイトを増やす企業や「年齢
給」のウェイトを減らすないしはこれを廃止する企業も少数ながら存在する。このように,
今後は, 非管理職層において, 基本給を成果主義化する動きがさらに強まるものと予測され
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表９ 各賃金項目の５年前と比べたウェイトの変化
回答企業数 ５年前と比べてウェイトは
社 増えた 変わらず 減った
管 理 職 層
Ａ. ｢役割・職能給｣ 20 45％ 55％ 0％
Ｂ. ｢職能給｣ 19 26％ 58％ 16％
Ｃ. ｢年齢給｣ 13 8％ 69％ 23％
非管理職層
Ａ. ｢役割・職務給｣ 16 25％ 75％ 0％
Ｂ. ｢職能給｣ 21 33％ 67％ 0％
Ｃ. ｢年齢給｣ 16 6％ 75％ 19％
表10 各賃金項目に対する今後の対応
回答企業数 今 後 は
社 増やす 変えない 減らす 廃止する
管 理 職 層
Ａ. ｢役割・職務給｣ 18 6％ 94％ 0％ 0％
Ｂ. ｢職能給｣ 15 7％ 87％ 7％ 0％
Ｃ. ｢年齢給｣ 11 0％ 91％ 9％ 0％
非管理職層
Ａ. ｢役割・職能給｣ 15 27％ 73％ 0％ 0％
Ｂ. ｢職能給｣ 17 12％ 76％ 12％ 0％
Ｃ. ｢年齢給｣ 14 0％ 86％ 7％ 7％
る。
3.3.3.「役割・職務給」または「職能給」の型
「役割・職務給」は, 成果主義賃金の１類型とされる。ただ, それにも様々なタイプが存
在し, 例えば前年度の昇給額に今年度の昇給額を付加する「積み上げ昇給」を認める場合に
は, むしろ年功的な色彩を帯びているとみることができよう。一方, ｢職能給｣ であっても,
積み上げ昇給ではなくて ｢洗い替えの昇降給｣ を採用したり, 定期昇給のない ｢シングルレ
ート｣ を採用する場合には, むしろ成果主義的色彩を帯びているとみることができよう｡ そ
こで, 基本給の成果主義化の程度を推測する上で,「役割・職務給」または「職能給」の型
を明らかにすることが必要になる。
この型には, 大別して次の４タイプがある｡「１.等級ごとに査定による『積み上げ昇給』
がある」タイプ｡「２.等級ごとに査定による『洗い替えの昇降給』がある」タイプ｡「３.等
級ごとに, 査定に応じた『メリット昇給』(等級内を幾つかに区切り, それぞれで昇降給の
幅を変える方式）がある」タイプ｡「４.『シングルレート』のため, 等級内の昇降給はない」
タイプ, がそれである。
表11は, 回答企業が採用している「役割・職務給」および「職能給」の型を示したもので
ある。これによれば, 同じ「役割・職務給」であっても, 管理職層と非管理職層とでは, 企
業が採用する型に違いがある。すなわち, 管理職層では,「４.『シングルレート』のため,
等級内の昇降給はない」タイプを採用する企業が最も多い (36％) のに対し, 非管理職層で
は,「１.等級ごとに査定による『積み上げ昇給』がある」タイプを採用する企業が最も多く,
非管理職層に「役割・職務給」を採用する企業のほぼ半数に達している。シングルレートの
場合には, 定期昇給がないので, 昇給の年功的性格は排除されている。これに対し, 積み上
げ昇給が認められる場合には, それだけ年功的昇給の色彩を払拭しにくくなる。このように,
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表11 「役割・職務給」または「職能給」の型
｢役割・職務給｣ または ｢職能給｣ の型
｢Ａ.役割・職務給｣ の型 ｢Ｂ.職能給｣ の型
管理職層 非管理職層 管理職層 非管理職層
１. 等級ごとに査定による ｢積み上げ昇給｣ があ
る
27％ 43％ 42％ 52％
２. 等級ごとに査定による ｢洗い替えの昇降給｣
がある
23％ 14％ 26％ 14％
３. 等級ごとに，査定に応じた ｢メリット昇給｣
(等級内を幾つかに区切り，それぞれで昇降給
の幅を変える方式) がある
14％ 21％ 26％ 28％
４. ｢シングルシート｣ のため，等級内の昇降給
はない
36％ 21％ 5％ 7％
５. そ の 他 0％ 0％ 0％ 0％
計 100％ 100％ 100％ 100％
「役割・職務給」に関していえば, 総じて, 管理職層の方に非管理職層よりも成果主義的色
彩の強い型が採用されているといえよう。
一方, 職能給の型に関していえば, 上にみた「役割・職務給」の場合ほどには管理職層・
非管理職層の相違は明確ではない。むしろ, 両者共に「１.等級ごとに査定による『積み上
げ昇給』がある」タイプを採用する企業が多数を占めており, 年功的昇給を含みうる仕組み
となっている。ただ, ４社に１社は, 管理職層に対して「洗い替えの昇降給」を採用してお
り, 職能給ではあっても, 管理職層に対しては成果主義的色彩を強く持った仕組みを採用す
る企業が存在することは注目に値する。
3.3.4. 昇給（降給）システムのタイプと運用実態
シングルレートの役割・職務給や職能給を除き, わが国企業の基本給には定期昇給制度が
内包されてきた。一方, 賃金の成果主義化を図る目的で「ゼロ昇給」ないし「マイナス昇給
＝降給」を取り入れる企業も現れている。そこで, 賃金の成果主義化の程度を見るには, 昇
給（降給）システムの仕組み, さらにはその運用実態をみることも必要である。表12は, 回
答企業が採用している昇給 (降給) システムの仕組みとその運用実態を示したものである。
表12によれば, 総じて, 非管理職層よりも管理職層の方により成果主義的な色彩の強い昇
給システムを企業は採用する傾向にあるといえよう。このことは,「１.年齢や勤続に応じて
毎年, 自動的に昇給する部分がある」昇給制度を採用する企業が, 管理職層に関しては３社
に１社弱にとどまるのに対し, 非管理職層に関しては３社に２社がこれを採用していること,
さらに,「３.能力や成果に対する査定結果が悪い場合には, ゼロ昇給または降給が起こりう
る」制度の採用企業比率が, 非管理職層に比べて管理職層の方が顕著に高いことに現れてい
る。
ただ, ここで注意すべきことは, 制度として「ゼロ昇給または降給が起こりうる」ことは,
実際に制度がそのように運用されていることを意味するものではないという点である。表12
から明らかなように, 管理職層の場合, 回答企業の84.6％が「能力や成果に対する査定結果
が悪い場合には, ゼロ昇給または降給が起こりうる」制度を採用しているのであるが, 運用
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表12 昇給 (降給) システムのタイプと運用実態 (複数回答)
昇給 (降給) システムのタイプと運用実態 管理職層 非管理職層
１. 年齢や勤続に応じて毎年, 自動的に昇給する部分がある 30.8％ 65.4％
２. 能力や成果に対する査定結果が悪くても，毎年，最低限一定額は昇
給する
7.7％ 23.1％
３. 能力や成果に対する査定結果が悪い場合には，ゼロ昇給または降給
が起こりうる
84.6％ 65.4％
４. (運用実態：) 最近５年間に関して，ゼロ昇給の者がいる 73.1％ 61.5％
５. (運用実態：) 最近５年間に関して，降給になった者がいる 53.8％ 34.6％
６. 毎年の昇給 (降給) はなく，査定結果はすべて賞与に反映させる 15.4％ 7.7％
実態として「最近の５年間に関して, ゼロ昇給の者がいる」と回答した企業は73.1％と10％
ポイント強低下し, 運用実態として「最近の５年間に関して, 降給になった者がいる」と回
答した企業はこれよりもさらに20％ポイント低い53.8％にとどまっている。同様に, 非管理
職層においても, 管理職層よりは若干少ないものの３社に２社が「ゼロ昇給または降給が起
こりうる」制度を採用しているのであるが, 運用実態として「最近の５年間に関して, 降給
になった者がいる」と回答した企業は半減し, 回答企業の３社に１社にとどまっている。
このように, 制度として「ゼロ昇給または降給が起こりうる」ことは, その運用の実際に
おいても「ゼロ昇給または降給が行われている」ことを必ずしも意味するものではない。上
述の通り,「能力や成果に対する査定結果が悪い場合には, ゼロ昇給または降給が起こりう
る」制度を企業が有するとしても, 実際に「ゼロ昇給｣, とりわけ「降給」を実施する企業
はその一部にとどまるのである。
とはいえ, 管理職層に関しては回答企業の７割, 非管理職層に関しては６割が「最近の５
年間に関して, ゼロ昇給の者がいる」と回答し,「最近の５年間に関して, 降給になった者
がいる」と回答した企業が非管理職層に関しては３社に１社にとどまるものの, 管理職層に
関しては過半数に達していることも見逃すべきではない。これらの企業においては, 賃金の
成果主義化がその運用レベルにまで浸透しているということができよう。
3.3.5. 月給または賞与に反映される業績は何か
成果主義の賃金制度において, 賃金額に反映される成果には, その測定レベルに応じて
「個人業績」｢部門業績」｢会社業績」の３つに大別することができる。表13は, 管理職層と
非管理職層の別に, 月給や賞与に関してこれら３種の業績を反映すると回答した企業の割合
を示したものである。
給与の各項目と３種の業績との関連については, 管理職層と非管理職層との間で大きな相
違はみられない。賞与に関してみれば, 管理職層・非管理職層ともに全回答企業が個人業績
を反映すると答えている。同様に, 月給部分に関してみれば, 個人業績を反映させると回答
した企業がいずれも６ないし７割の企業に達するのに対し, 会社業績を反映させると回答し
た企業は, いずれも３割程度にとどまっている。
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表13 月給等が個人業績等を「反映する」と回答した企業の割合
Ａ. 個人業績 Ｂ. 部門業績 Ｃ. 会社業績
管 理 職 層
月給部分 68％ 27％ 36％
賞与部分 100％ 86％ 88％
年 俸 額 80％ 67％ 83％
非管理職層
月給部分 64％ 19％ 28％
賞与部分 100％ 65％ 84％
年 俸 額 60％ 60％ 67％
なお, ３種の業績との関連で月給と賞与の差異を見れば, 表13から明らかになることは,
部門業績の反映に相違があることである。すなわち, 月給に部門業績を反映させる企業はせ
いぜい３割と少数にとどまるのに対し, 賞与に部門業績を反映させる企業は６割から９割の
多数に達することである。
3.3.6. 賞与または年俸額における「業績査定部分」の割合とその推移
賃金の成果主義化が進むほど賃金額の決定において業績査定部分の占めるウェイトは高く
なると考えられる。この点に関して,本調査では, 賞与または年俸額の中で「業績査定部分」
の占めるウェイトを調査した。表14は, 管理職層, 非管理職層のそれぞれについて, 賞与ま
たは年俸額の中で「業績査定部分」の占める割合を示したものである。この表から明らかな
ように, 非管理職層の場合には, 賞与または年俸額の５％～25％を業績査定部分とする企業
が回答企業の６割と多数を占めるのに対し, 管理職層の場合には, 10～25％とする企業が４
割弱で最も多いものの, 業績査定部分が50％以上に達する企業も３割弱とこれに次いで多い。
このように, 業績査定部分の割合は, 非管理職層よりも管理職層の方が高くなる傾向にある。
ちなみに, 管理職層と非管理職層とで業績査定部分の割合をほぼ同程度に設定している企業
(表14の対角線に位置する企業) は, 回答企業26社のうち17社 (65％) あり, ３社のうちの
２社という多数がこれに該当する。一方, 対角線よりも右上に位置する企業は皆無であるの
に対し, 対角線よりも左下に位置する企業は９社 (35％) ある。後者の企業は, 管理職層に
対する業績査定部分の割合を非管理職層に対するそれよりも大きく設定している企業である。
この点からも, 非管理職層よりも管理職層の方が業績査定部分の占める割合が高くなる傾向
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表14 賞与または年俸額における「業績査定部分」の割合
非管理職層の賞与または年俸額
計
5％未満 5～10％ 10～25％ 25～50％ 50％以上
管理職層の
賞与または
年俸額
５％未満
(社) 2 2
(比率) 7.7％ 7.7％
5～10％
(社) 4 4
(比率) 15.4％ 15.4％
10～25％
(社) 4 6 10
(比率) 15.4％ 23.1％ 38.5％
25～50％
(社) 2 1 3
(比率) 7.7％ 3.8％ 11.5％
50％以上
(社) 3 4 7
(比率) 11.5％ 15.4％ 26.9％
計
(社) 2 8 8 4 4 26
(比率) 7.7％ 30.8％ 30.8％ 15.4％ 15.4％ 100.0％
(注）空欄は, 該当企業なし。
にあることが裏付けられる。
ところで, 賞与または年俸額における「業績査定部分」のウェイトは, ５年前と比較して
増えているのであろうか。表15は, ５年前と比べた「業績査定部分」のウェイトの変化を示
したものである。これによれば, 管理職層・非管理職層のいずれも「業績査定部分」に変化
はないとする企業が過半数の多数を占めるものの, 管理職層では４割の企業が, 非管理職層
では３割の企業が「業績査定部分」を増加させているのである。このことから, この５年間
で, 賞与または年俸制における成果主義的傾向を強める企業が増加したことがわかる。
一方, 表16は, 業績査定部分の今後を展望したものである。これによれば, 業績査定部分
の割合を今後も変化させないとする企業が６～７割の多数を占めるものの, 業績査定部分を
今後は増やすとする企業も３～４割存在する。しかも, 業績査定部分を今後増やす対象は,
管理職層よりも非管理職層の方がわずかではあるが高い。このことは, 非管理職層の賞与な
いし年俸制の成果主義的色彩が今後より一層強くなることを示唆している。
3.3.7. 賞与または年俸額における業績査定部分の「制度設計上の」格差と「実際の」格
差
業績査定部分に関して, 査定による上限・下限の「制度設計上の」格差の開きと「実際の」
それとは同じであろうか。表17および表18は, 管理職層および非管理職層の別に, 賞与また
は年俸額における業績査定部分に関して, その部分を100％とした場合の, 査定による上限
・下限の「制度設計上の」格差の開きと「実際の」格差の開きの関係を示したものである。
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表16 賞与または年俸額における「業績査定部分」の今後
今後 ｢業績査定部分｣ の割合は
計
増やす 変えない 減らす
管理職層の賞与
または年俸額
(社) 8 17 0 25
(比率) 32.0％ 68.0％ 0.0％ 100％
非管理職層の賞与
または年俸額
(社) 9 15 0 24
(比率) 37.5％ 62.5％ 0.0％ 100％
表15 賞与または年俸額における「業績査定部分」のウェイトの５年前と比べた変化
５年前と比べて ｢業績査定部分｣ の
割合は 計
増えた 変化なし 減った
管理職層の賞与
または年俸額
(社) 11 14 1 26
(比率) 42.3％ 53.8％ 3.8％ 100％
非管理職層の賞与
または年俸額
(社) 9 16 1 26
(比率) 34.6％ 61.5％ 3.8％ 100％
両表から確認できることは, 管理職層, 非管理職層ともに,「制度設計上の」格差の開きと
「実際の」それとは概ね一致していることである｡「制度設計上の」格差の開きと「実際の」
それとが一致する企業は, 図表の対角線上に位置する企業である。管理職層では26社中23社
(88.5％), 非管理職層では26社中22社 (84.6％) と圧倒的多数の企業がこれに該当するので
ある。
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表17 「業績査定部分」の上下格差に関する制度設計上の格差と実際の格差の関係
（管理職層の賞与または年俸額の場合）
管理職層の賞与または年俸額
Ｂ. 業績査定部分を100％とした場合，査定による
上限・下限の ｢実際の｣ 格差の開き 計
±5％未満 ±5～10％ ±10～25％ ±25～50％ ±50％以上
Ａ. 業績査定部
分を100％とし
た場合，査定に
よる上限・下限
の ｢制度設計上
の｣ 格差の開き
±5％未満
(社) 2 1 3
(比率) 7.7％ 3.8％ 11.5％
±5～10％
(社) 0
(比率)
±10～25％
(社) 1 11 1 13
(比率) 3.8％ 42.3％ 3.8％ 50.0％
±25～50％
(社) 5 5
(比率) 19.2％ 19.2％
±50％以上
(社) 5 5
(比率) 19.2％ 19.2％
計
2 2 11 6 5 26
7.7％ 7.7％ 42.3％ 23.1％ 19.2％ 100.0％
(注）空欄は, 該当企業なし。
表18 「業績査定部分」の上下格差に関する制度設計上の格差と実際の格差の関係
（非管理職層の賞与または年俸額の場合）
非管理職層の賞与または年俸額
Ｂ.業績査定部分を100％とした場合，査定による
上限・下限の ｢実際の｣ 格差の開き 計
±5％未満 ±5～10％ ±10～25％ ±25～50％ ±50％以上
Ａ. 業績査定部
分を100％とし
た場合，査定に
よる上限・下限
の ｢制度設計上
の｣ 格差の開き
±5％未満
(社) 2 2
(比率) 7.7％ 7.7％
±5～10％
(社) 1 4 1 6
(比率) 3.8％ 15.4％ 3.8％ 23.1％
±10～25％
(社) 2 7 9
(比率) 7.7％ 26.9％ 34.6％
±25～50％
(社) 5 5
(比率) 19.2％ 19.2％
±50％以上
(社) 4 4
(比率) 15.4％ 15.4％
計
3 6 8 5 4 26
11.5％ 23.1％ 30.8％ 19.2％ 15.4％ 100.0％
（注）空欄は, 該当企業なし。
もちろん,「制度設計上の」格差の開きと「実際の」それとが一致しない企業も, 一部で
はあるが存在する。この場合, 表17から明らかなように, 管理職層では, 対角線よりも右上
に位置する企業 (２社) の方が左下に位置する企業 (１社) よりも多く,「制度設計上の」
格差の開きよりも「実際の」それの方が大きくなる企業が相対的に多くなっている。一方,
非管理職層では, これとは逆に, 表18から明らかなように, 対角線よりも右上に位置する企
業 (１社) よりも左下に位置する企業 (３社) の方が多く,「実際の」格差の開きが「制度
設計上の」それよりも小さくなる企業が相対的に多くなっているのである。
それでは, 賞与または年俸額における「査定による上下間格差の開き」の実際は, ５年前
と比較して拡大しているのであろうか。表19は, 賞与または年俸額の「査定による上限・下
限の開きの実際」が, ５年前と比べて拡大したのか否かを示している。これによれば, ５年
前と比べて「変化なし」とする企業が, 管理職, 非管理職ともに７割と最多であるが, これ
に次いで多いのは「拡大した」とする企業であって, ４社に１社がこれに該当する。
また, 表20は, 賞与または年俸額の「査定による上下間格差の開き」の今後を示したもの
である。これによれば, 今後も「変化なし」とする企業が管理職層・非管理職層ともに７割
と最多である。一方, これに次いで多いのは,「今後, 拡大させる」とする企業であって,
回答企業の約３割がこれに該当する。このように, 賞与ないし年俸制の成果主義化を強める
企業が今後増加することが予測される｡
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表19 賞与または年俸額の「査定による上限・下限の開の実際は,
５年前と比べて拡大しましたか」
Ｃ. ５年前と比べて ｢上限・下限の
開の実際は｣ 計
拡大した 変化なし 縮小した
管 理 職 層
(社) 7 18 1 26
(比率) 26.9％ 69.2％ 3.8％ 100.0％
非管理職層
(社) 6 19 1 26
(比率) 23.1％ 73.1％ 3.8％ 100.0
表20 賞与または年俸額の「査定による上限・下限の開は,
今後さらに拡大させるお考えですか」
Ｄ. 今後 ｢上限・下限の開｣ は
計
拡大する 変化なし 縮小する
管 理 職 層
(社) 8 17 0 25
(比率) 32.0％ 68.0％ 0.0％ 100.0％
非管理職層
(社) 7 18 0 25
(比率) 28.0％ 72.0％ 0.0％ 100.0％
3.3.8. 人事処遇の基本的考え方と賃金制度の関連
前項 (3.2.) では, 企業が採用している人事処遇の基本的な考え方 (成果主義, 能力主義,
年功主義) を従業員の階層別に考察した。ここでは, 本項で見た賃金制度の実態をもとに,
(人事担当者が考える）人事処遇の基本的な考え方と企業が実際に採用している賃金体系等
との間にどのような関連性があるのかを見ることにする。
人事処遇の基本的考え方と賃金体系との間には, 一般に, 次のような関係があると考えら
れる。すなわち, 成果主義は役割・職務給と, 能力主義は職能給と, そして年功主義は年齢
給とそれぞれ密接に対応していると言うことである。果たして, このような対応関係は認め
られるのであろうか。
表21は, 人事処遇の基本的考え方と企業が採用している賃金体系 (基本給に占めるウェイ
トが50％以上の賃金項目をもとに「役割・職務給」｢職能給」｢年齢給」に区分) をクロス集
計したものである。この表から確認できることは, まず第１に, 人事処遇の基本的考え方と
賃金体系との間には, 成果主義＝役割・職務給, 能力主義＝職能給, 年功主義＝年齢給とい
ったような１対１の単純な対応関係は認められないと言うことである。第２に, とはいえ,
人事処遇の基本的考え方として成果主義をとる場合には賃金体系として役割・職務給ないし
職能給を採用する傾向が強く, 同様に, 能力主義をとる場合には職能給, 年功主義をとる場
合には年齢給ないし職能給を採用する傾向が強いと大まかに言うことはできよう。
次に, 役割・職務給または職能給の型に着目すると, 一般に, 能力主義ないし年功主義の
場合には「積み上げ昇給」を採用し, 成果主義の場合には「洗い替えの昇降給またはシング
ルレート」を採用すると考えられる。表22は, このような関連性の有無を確かめるために,
人事処遇の基本的考え方と役割・職務給または職能給の型をクロス集計したものである。
この表22から確認できることは, 人事処遇の基本的考え方と役割・職務給または職能給の
型の間に, 上述のような１対１の単純な対応関係を認めることはできないと言うことである。
例えば, 管理職層の場合, 成果主義を採用している12社のうちの４分の１に当たる３社が積
み上げ昇給を採用しているからである。とはいえ, 残りの９社, すなわち成果主義を採用し
ている12社のうちの４分の３の多数が「洗い替えの昇降給またはシングルレート」を採用し
ていることも無視することはできない。したがって, 人事処遇の基本的考え方として成果主
義をとる場合には「洗い替えの昇降給またはシングルレート」を採用する傾向が強く, 能力
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表21 人事処遇の基本的考え方と賃金体系
管 理 職 層 一 般 職 層
役割・職務給 職能給 年齢給 計 (社) 役割・職務給 職能給 年齢給 計 (社)
成果主義 9 5 0 14 1 0 0 1
能力主義 0 3 1 4 1 10 0 11
年功主義 0 0 0 0 0 2 2 4
計 (社) 9 8 1 18 2 12 2 16
主義ないし年功主義の場合には「積み上げ昇給」を採用する傾向が強いと大まかに言うこと
はできよう。
最後に, 賞与ないし年俸額に占める業績査定部分のウェイトに着目すると, 一般に, 年功
主義よりも能力主義の場合の方が, また, 能力主義よりも成果主義の場合の方が業績査定部
分のウェイトは高くなると考えられる。表23は, このような関連性の有無を確かめるために,
人事処遇の基本的考え方と賞与ないし年俸額に占める業績査定部分のウェイトをクロス集計
したものである。この表からは, 人事処遇の基本的考え方と賞与ないし年俸額に占める業績
査定部分のウェイトとの間にこのような明確な関連性を見いだすことは困難である。ただ,
一般職層に関しては, そのような関連性をごく大まかにではあるが認めることも可能である
とはいえよう。
3.4. 手続的公正施策
賃金の成果主義化の進展に伴って, 前項で明らかになったように, 業績査定に基づく従業
員間の賃金格差は拡大し, 同じ従業員が受け取る賃金に関しても, 業績に応じた変動幅が拡
大するとともに, 業績次第では減額さえ生じることになる。こうした成果主義賃金がそのイ
ンセンティブ機能を有効に発揮し, 従業員のモチベーションを高めるには, 賃金決定にかか
わる手続きに対する従業員の納得感を高めること, つまり手続的公正を確保することがます
ます重要になる。
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表23 人事処遇の基本的考え方と賞与ないし年俸額に占める業績査定部分のウェイト
管 理 職 層 一 般 職 層
10％未満 10～25％ 25％以上 計 10％未満 10～25％ 25％以上 計
成果主義
(社) 3 6 6 15 1 1 2 4
(比率) 20％ 40％ 40％ 100％ 25％ 25％ 50％ 100％
能力主義
(社) 1 3 3 7 4 5 4 13
(比率) 14％ 43％ 43％ 100％ 31％ 38％ 31％ 100％
年功主義
(社) 0 0 0 0 4 1 1 6
(比率) 67％ 17％ 17％ 100％
表22 人事処遇の基本的考え方と役割・職務給または職能給の型
管 理 職 層 一 般 職 層
洗い替えの昇降給ま
たはシングルレート
積み上げ昇給
計
(社)
洗い替えの昇降給ま
たはシングルレート
積み上げ昇給
計
(社)
成果主義 9 3 12 2 1 3
能力主義 4 1 5 2 6 8
年功主義 0 0 0 0 5 5
計(社) 13 4 17 4 12 16
この手続的公正を高める施策として, たとえば守島は,「情報公開」｢苦情処理」｢発言」
の３つを提唱している3)。今, これを, 賃金の決定に関わる評価制度に則してみれば, 次の
３施策にまとめることができよう。
① 情報公開(評価の基準と評価結果の公開)
② 苦情処理(評価に対する不満の申し立てとそれを処理・救済する苦情処理制度）
③ 発言(評価制度の設計・変更プロセスへの従業員またはその代表の参加）
以下では, アンケート調査から得られたこの手続的公正施策の現状をみることとする。
3.4.1. 人事諸制度の導入状況
まず, 目標管理制度や社内公募制度などの手続的公正にかかわる人事諸制度の導入状況を
見たのが, 表24である。これによれば, 人事評価の基準を被評価者に知らせるとともに, 評
価プロセスに従業員を関与させる「目標管理制度」や「自己評価制度」を６～７割の多数の
企業がこれを導入していることがわかる。一方, 成果主義賃金を導入する前提条件の１つと
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表24 手続的公正にかかわる人事諸制度の導入状況
すでに導
入してい
る
すでに導入
しているが
今後は廃止
・縮小する
予定
導入の方
向で検討
中
導入の予
定はない
かつて導
入してい
たが廃止
した
計
Ａ.目標管理制度
(社) 19 0 4 2 1 26
(比率) 73.1％ 0.0％ 15.4％ 7.7％ 3.8％ 100.0％
Ｂ.多面評価制度
(社) 8 0 4 13 0 25
(比率) 32.0％ 0.0％ 16.0％ 52.0％ 0.0％ 100.0％
Ｃ. 自己評価制度
(社) 16 1 3 5 0 25
(比率) 64.0％ 4.0％ 12.0％ 20.0％ 0.0％ 100.0％
Ｄ.コンピテンシー
(社) 4 1 6 13 1 25
(比率) 16.0％ 4.0％ 24.0％ 52.0％ 4.0％ 100.0％
Ｅ.職能資格制度
(社) 21 2 0 2 1 26
(比率) 80.8％ 7.7％ 0.0％ 7.7％ 3.8％ 100.0％
Ｆ.職務(役割)等級制度
(社) 13 0 3 8 1 25
(比率) 52.0％ 0.0％ 12.0％ 32.0％ 4.0％ 100.0％
Ｇ.社内公募制度
(社) 11 0 3 9 2 25
(比率) 44.0％ 0.0％ 12.0％ 36.0％ 8.0％ 100.0％
Ｈ.社内 FA制度
(社) 5 0 5 15 0 25
(比率) 20.0％ 0.0％ 20.0％ 60.0％ 0.0％ 100.0％
3) 守島基博 [1997]「新しい雇用関係と過程の公平性」『組織科学』Vol. 31 No. 2, 15～16頁および同
[1999]「成果主義の浸透が職場に与える影響」『日本労働研究雑誌』No. 474, ５～６頁参照。なお,
守島は, 手続的公正を「過程の公平性 (procedural justice)」と呼んでいる。
して, 本人の意思と能力・適性に応じた仕事への配置も必要であろう。これを可能にする制
度が,「社内公募制度」と「社内ＦＡ制度」である。ただ, これらの制度を導入する企業は,
前者で44％, 後者で20％にすぎず, 未だ少数にとどまっている。
3.4.2. 「情報公開」関係施策
「情報公開」にかかわる手続的公正施策として, 本アンケート調査では次の２つの質問を
した｡「Ｆ.従業員に人事考課における評価基準や方法を明示している」か,「Ｇ.評価者は人
事考課の評価結果を, 理由も含めて被評価者にフィードバックしている」か, である。表25
は, その結果をまとめたものである。
評価基準や方法の公開に関しては,「１.当てはまる」(26社中13社 [50.0％]) と「２．ど
ちらかといえば当てはまる」(12社[46.2％]) を合わせると26社中25社 [96.2％] となり,
回答企業のほぼすべてで実施されていることがわかる。
一方, 評価結果の被評価者へのフィードバックに関しては,「１.当てはまる」(26社中10
社 [38.5％]) と「２.どちらかといえば当てはまる」(11社 [42.3％]) を合わせると26社中
21社 [80.8％] となり, 評価基準や方法の公開に比べて採用企業比率は若干低くなるものの,
回答企業の８割という多数の企業で実施されていることがわかる。
ところで, この評価結果の被評価者へのフィードバックに関しては, この施策を実施して
いないと推測できる回答（｢４.当てはまらない」(26社中３社 [11.5％])および「３.どちら
かといえば当てはまらない」(２社 [7.7％])）をする企業が26社中５社 (２割) 存在する。
評価結果を被評価者へフィードバックしない理由には様々なものが考えられよう。その理
由の１つとして, 例えば, 全員一律に評価結果をフィードバックすると, 評価結果の良い者
は問題ないとしても, 評価結果が悪かった者の場合には, フィードバックすることによって,
その者のモラールダウンを引き起こすことが考えられる。そこで, 本アンケート調査では,
評価結果のフィードバックが行われないことも想定して, 次の設問を設定した｡「Ｈ.評価結
果を本人に知らせるか否かは, モラールダウン回避のために上司の判断に任せている｣。
表26は,「Ｇ.評価者は人事考課の評価結果を, 理由も含めて被評価者にフィードバックし
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表25 「情報公開」関係施策
｢情報公開｣ 関係施策
1. 当て
はまる
2. どち
らかとい
えば当て
はまる
3. どちら
かといえば
当てはまら
ない
4. 当て
はまらな
い
計
Ｆ. 従業員に人事考課における評
価基準や方法を明示している
(社) 13 12 1 0 26
(比率) 50.0％ 46.2％ 3.8％ 0.0％ 100.0％
Ｇ. 評価者は人事考課の評価結果
を，理由も含めて被評価者にフィ
ードバックしている
(社) 10 11 2 3 26
(比率) 38.5％ 42.3％ 7.7％ 11.5％ 100.0％
ている」と「Ｈ.評価結果を本人に知らせるか否かは, モラールダウン回避のために上司の
判断に任せている」の２つの質問結果をクロス集計したものである。この表26から明らかな
ように, 評価結果を被評価者にフィードバックしていない企業 (５社) の内の８割 (４社)
が「Ｈ.評価結果を本人に知らせるか否かは, モラールダウン回避のために上司の判断に任
せている」との質問に対して肯定の回答（｢１．当てはまる」と「２.どちらかといえば当て
はまる」の合計）を寄せているのである。このことから, 評価結果のフィードバックを行わ
ない理由として, フィードバックがもたらしうるモラールダウンの回避を多くの企業が重視
していると推定することができる。
3.4.3. 苦情処理制度
苦情処理制度に関しては, 厚生労働省による『雇用管理調査』4) と社会経済生産性本部に
よる『日本的人事制度の現状と課題』5) の２つの大規模な調査がある。前者は, 従業員30人
以上の企業を対象に, 人事考課の公開制度の一環として苦情処理制度（考課結果に対する異
議申し立て制度）をとりあげ, その採用状況を明らかにしている。ただ, その仕組みについ
ては調査してはいない。後者は, 全上場企業を対象に, 苦情処理制度の採用状況に加えて,
その仕組みや運用実態も明らかにしている。そこで, 本アンケート調査では, この社会経済
生産性本部調査を参考に質問事項を作成した。調査のポイントは, ①苦情処理制度の普及状
況, ②その仕組みと運用実態, ならびに③苦情処理制度未導入の理由, を明らかにすること
にある。
(１) 苦情処理制度の導入状況
表27は,「評価や査定に対する苦情や異議申し立てを受け付ける制度や仕組み」(以下では,
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4) 厚生労働省大臣官房統計情報部編 [2002]『平成14年版 雇用管理の実態』労務行政, 他参照。
5) 社会経済生産性本部・雇用システム研究センター編 [2006]『2006年版日本的人事制度の現状と課
題～第９回日本的人事制度の変容に関する調査結果～』社会経済生産性本部・生産性労働情報センタ
ー, 他参照。
表26 評価結果のフィードバックとモラールダウンの回避
Ｈ. 評価結果を本人に知らせるか否かは，
モラールダウン回避のために上司の判断に
任せている 計
当てはまる(1＋2) 当てはまらない(3＋4)
Ｇ. 評価者は人事考課の評価
結果を，理由も含めて被評価
者にフィードバックしている
当てはまる
(1＋2)
2 19 21社
7.7％ 73.1％ 80.8％
当てはまら
ない(3＋4)
4 1 ５社
15.4％ 3.8％ 19.2％
計
6 20 26社
23.1％ 76.9％ 100％
これを「苦情処理制度」と呼ぶ）の採用状況を示したものである。回答企業のほぼ半数（26
社中12社 [46.2％])6) が, 評価や査定に対する何らかの苦情処理制度を採用していることが
わかる。
ところで, 企業が苦情処理制度を採用するか否かを決める場合には, 種々の要因が考慮さ
れるであろうが, その１つに人事処遇の成果主義的色彩の強弱が考えられよう。例えば, 降
格が制度として存在するのみならず, 実際にも評価結果次第では降格が行われるというよう
に, 人事処遇の成果主義的色彩が強くなるほど, 従業員のモラールダウンを回避する上から
も, 評価に関する苦情や異議を受け付け, それを処理する苦情処理制度の必要性は高まると
考えられる。この点を確認するために,「苦情処理制度の有無」と「評価結果によって実際
に降格や降職となる者の有無」をクロス集計したものが表28である。この表から, 実際に降
格（降職）となる者がいる企業では, 苦情処理制度を採用している企業は７割に達するもの
の, 実際に降格（降職）となる者がいない企業では, 苦情処理制度を採用している企業は２
割強に過ぎず, 残りの８割弱の企業はこれを採用していないことがわかる。したがって, 苦
情処理制度を採用している企業は, 総じて, 人事処遇の成果主義的色彩の強い企業であると
いうことができよう。
(２) 苦情処理制度の仕組み
表29は, 企業が採用している苦情処理の制度や仕組みを示したものである。これによれば,
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表28 苦情処理制度の有無と降格（降職）者の有無の関係
降格 (降職) となる者が実際にいる
計
当てはまる(1＋2) 当てはまらない(3＋4)
苦情処理制度
ある
(社) 9 3 12
(比率) 69.2％ 75.0％ 23.1％ 25.0％ 100.0％
ない
(社) 4 10 14
(比率) 30.8％ 28.6％ 76.9％ 71.4％ 100.0％
計
(社) 13 13 26
(比率) 100.0％ 100.0％
表27 苦情処理制度の有無
苦情処理制度
計
ある ない
(社) 12 14 26
(比率) 46.2％ 53.8％ 100.0％
6) 本アンケート調査における苦情処理制度の採用率は, 調査対象は異なるものの, 厚生労働省の『平
成14年版 雇用管理調査』の44.4％ (厚生労働省大臣官房統計情報部編 [2002] 28頁), 社会経済生
産性本部調査の46.9％ (社会経済生産性本部・雇用システム研究センター編 [2006]８頁) とほぼ同
じである。
多くの企業（12社中５社 [41.7％]）が採用している苦情処理の制度や仕組みは次の４つで
ある。すなわち,「３.会社側に苦情処理の機関が設置されている」｢５.会社と労働組合が苦
情を協議したり処理する機関が設置されている」｢６.労働組合に苦情処理窓口が設置されて
いる」｢７.個別に再度上司とじっくり話し合う機会をもつことになっている」がそれである。
また, これらに次いで多くの企業が採用している仕組みは,「２．直属の上司や評価権のあ
る上司に知られることなく人事部と面談できる」というものである。
以上の５つの制度ないし仕組みのうち, 前３者はいわば公式の苦情処理機関を設置し, そ
れを通じた苦情処理を行うというものである。ただ, この苦情処理機関に関して,「４.労使
同数のメンバーで構成される苦情処理機関が設置されている」との回答は, １社 (8.3％)
から寄せられただけであった。ちなみに, ドイツの場合, とりわけ金属産業では, 労使同数
のメンバーからなる労使同数委員会が苦情処理に当たることを労働協約で規定しており7),
この点でわが国の現状とは異なっている。
なお,「その他」として,「経営者に話をする事が出来る」との回答を１社から得た。
(３) 苦情処理制度の運用実態
表30は, 上の表29でみた苦情処理制度が苦情や異議を申し立てやすい制度になっているか
否かの質問に対する結果を示している。これによれば,「申告しやすい」との回答は13社中
３社 (23.1％) にとどまり, 逆に,「申告しにくい」(｢あまり申告しやすくない」と「かな
り申告しにくい」をあわせたもの) との回答がこの倍の６社 (46.2％) から寄せられた。
ちなみに, アンケートの回答は人事部門からのものであることを考えるならば, 多くの企
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表29 採用されている苦情処理の制度・仕組み（複数回答）
苦情処理の制度・仕組み
｢ある｣ と回答した企業
(社) (比率)
1. 直属の上司を越えて二次評価者 (以上) の上司と面談できる 1 8.3％
2. 直属の上司や評価権のある上司に知られることなく人事部と面談
できる
3 25.0％
3. 会社側に苦情処理の機関が設置されている 5 41.7％
4. 労使同数のメンバーで構成される苦情処理機関が設置されている 1 8.3％
5. 会社と労働組合が苦情を協議したり処理する機関が設置されている 5 41.7％
6. 労働組合に苦情処理窓口が設置されている 5 41.7％
7. 個別に再度上司とじっくり話し合う機会をもつことになっている 5 41.7％
8. そ の 他 2 16.7％
7) なお, ドイツにおける成果主義賃金と手続的公正施策の現状に関しては, 次の拙稿で扱っている。
正亀芳造 [2007]「ドイツにおける成果主義賃金と手続き的公正」『桃山学院大学経済経営論集』第48
巻第４号, 271～296頁。
業において, 現行の苦情処理制度は人事部門からみても必ずしも利用しやすいものとはなっ
ていないことを示唆しているといえよう。
なお, 表31は, 苦情処理制度の有無にかかわらず,「自分の評価結果について意見や苦情
を申し出やすい組織風土になっている」か否かの質問結果を示したものである。これによれ
ば, 苦情を申し出やすい組織風土になっているとの回答は４割の企業にとどまり, ６割の企
業はこの点で否定的な回答を寄せていることがわかる。
次に, 苦情処理制度のある企業を対象に, 最近 (過去５年程度) における異議申し立て件
数の傾向をみたのが, 表32である。これによれば, 最も多い回答は「変わらない」であり,
ほぼ半数の企業 (46.2％) がこれに該当する。これに次いで多いのは, 異議申し立て件数が
「増加傾向にある」との回答であり, ３社 (23.1％) がこれに該当する。これに対し,「減
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表31 評価結果に対する意見や苦情を出しやすい組織風土か
1. 自分の評価結果について意見や苦情を申し出やすい
組織風土になっている
(社) (比率)
1. 当てはまる 2 7.7％
2. どちらかといえば当てはまる 9 34.6％
3. どちらかといえば当てはまらない 15 57.7％
4. 当てはまらない 0 0.0％
計 26 100.0％
表32 最近（過去５年程度）における異議申し立て件数の傾向
異議申し立て件数の傾向
(社) (比率)
1. 増加傾向にある 3 23.1％
2. 変わらない 6 46.2％
3. 減少傾向にある 1 7.7％
4. 把握していない 3 23.1％
計 13 100.0％
表30 異議申し立て制度は申告しやすい制度となっているか
苦情処理制度のある企業
(社) (比率)
申告しやすい 3 23.1％
あまり申告しやすくない 4 30.8％
かなり申告しにくい 2 15.4％
どちらともいえない 4 30.8％
計 13 100.0％
少傾向にある」会社は１社(7.7％)にとどまる。
表33は, 過去５年間で異議申し立てにより評価結果が見直されたケースの有無を示してい
る。これによれば, 約４割の企業において, 2002年から2006年までの５年間に異議申し立て
によって評価結果が見直されたケースがあることがわかる。したがって, 苦情処理制度は,
従業員にとって必ずしも利用しやすい制度であるとはいえないとしても, 少なくない企業に
おいて有効に機能しているとみることはできよう｡
(４) 苦情処理制度（機関）を導入していない理由
上述の(１)苦情処理制度の導入状況で明らかになったように, 調査企業26社中14社
(53.8％) において苦情処理制度が導入されていなかった。表34は, この14社を対象に, 苦
情処理制度未導入の理由をたずねた結果を示している。
これによれば, 苦情処理制度未導入の理由として, 主として次の２つが考えられているこ
とがわかる。その１つは,「評価や査定結果については, 納得がいくまで上司と部下が話し
合うのが一番良いと考えるから」であり, 最も多くの企業 (10社 [71.4％]) がこれをあげ
ている。今１つは,「評価や査定結果の妥当性について, 苦情処理機関が裁定を下すのは基
本的に困難であるから」であり, ２番目に多くの企業 (８社 [57.1％]) がこれをあげてい
る。一方,「現在はないが, 近いうちに導入を予定している」企業は皆無である。
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表34 苦情処理制度（機関）を導入していない理由
苦情処理制度 (機関) がない理由 (社) (比率)
1. 考課者訓練を定期的に実施するなど，公正な評価を行う仕組みが整ってお
り，苦情処理制度は必要ない。
2 14.3％
2. 客観的で評価者の恣意性の入り込みにくい評価基準を採用しているので，苦
情処理機関はない。
1 7.1％
3. 評価や査定結果の妥当性について，苦情処理機関が裁定を下すのは基本的に
困難であるから。
8 57.1％
4. 評価や査定結果については、納得がいくまで上司と部下が話し合うのが一番
良いと考えるから。
10 71.4％
5. 苦情処理きかんを設けても，従業員がそれを利用するとは思えないから。 0 0.0％
6. 現在はないが，近いうちに導入を予定している。 0 0.0％
7. そ の 他 2 14.3％
表33 過去５年間で異議申し立てにより評価結果が
見直されたケースの有無
(社) (比率)
評価結果の
見直し
あ る 5 38.5％
な い 6 46.2％
わからない 2 15.4％
計 13 100.0％
このように, 企業が苦情処理機関を導入しない背景には, 評価結果について従業員の納得
を得る上では, 苦情処理の制度や機関を設けるよりも, 上司と部下の話し合いこそが最良の
方法であるとの考え, さらには, 苦情処理機関が妥当な裁定を下すことは困難であるとの考
えが存在することが明らかになった。
3.4.4. 「発言」関係施策
手続的公正施策の３つ目は,「発言」である。それは, 評価制度に則して具体化すれば,
評価制度の設計や変更プロセスに従業員またはその代表が参加することである。表35は,
「人事考課表の作成（評価基準, ウェイトなどの決定）に従業員代表が関与する」ようにな
っているか否かを問うた質問の結果を示したものである。これによれば, 回答企業の対応は
真二つに分かれ, この施策を導入している企業（｢１.当てはまる」と「２.どちらかといえ
ば当てはまる」を合わせたもの）とこれを導入していない企業（｢３.どちらかといえば当て
はまらない）と「４.当てはまらない」を合わせたもの）がそれぞれ50％になっている。
このように, 人事考課表の作成への従業員代表の関与についてみた「発言」関係施策の採
用率は,「情報公開」関係施策のそれには及ばないものの,「苦情処理制度」の採用率と同程
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表35 「発言」関係施策の導入状況
｢発言｣ 関係施策
１. 当て
はまる
２. どち
らかとい
えば当て
はまる
３. どちら
かといえば
当てはまら
ない
４. 当て
はまらな
い
計
Ｊ. 人事考課表の作成 (評価基
準，ウェイトなどの決定) には
従業員代表が関与している
(社) 6 7 3 10 26
(比率) 23.1％ 26.9％ 11.5％ 38.5％ 100.0％
表36 「発言」関係施策とその他の手続的公正施策の関係
Ｊ. 人事考課表作成への従業員代表の関与
計
ある ない
Ｇ. 人事考課結果の
フィールドバック
ある
(社) 12 9 21
(比率) 46.2％ 34.2％ 80.8％
ない
(社) 1 4 5
(比率) 3.8％ 15.4％ 19.2％
計
(社) 13 13 26
(比率) 50.0％ 50.0％ 100.0％
9.1. 苦情処理制度
ある
(社) 8 4 12
(比率) 30.8％ 15.4％ 46.2％
ない
(社) 5 9 14
(比率) 19.2％ 34.6％ 53.8％
計
(社) 13 13 26
(比率) 50.0 50.0 100.0％
度か, 若干これを上回っているのである。
表36は,「発言」関係施策（人事考課表作成への従業員代表の関与）と「情報公開」関係
施策（人事考課結果のフィードバック）および「苦情処理制度」の有無についてクロス集計
したものである。これによれば, 人事考課表作成への従業員代表関与の有無は, 人事考課結
果のフィードバックの有無との間には明確な関係を認めることはできないのに対し, 苦情処
理制度の有無との間には正の相関を認めることができよう。換言すれば,「発言」関係施策
を採用する企業は, 苦情処理制度も採用する傾向が強いということである。
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基 本 給 の 決 定 要 素
すでに
導入し
ている
導入していないが 導入して
いたが，
廃止した
近い将来
導入予定
検討課題と
なっている
導入予定
はない
管理
職層
Ａ. 役割または職務の価値 (以下 ｢役割・職務給｣ と略す) 1 2 3 4 5
Ｂ. 職務遂行能力 (以下 ｢職能給｣と略す) 1 2 3 4 5
Ｃ. 年齢または勤続年数 (以下 ｢年齢給｣ と略す) 1 2 3 4 5
非管
理職
層
Ａ. 役割または職務の価値 (以下 ｢役割・職務給｣ と略す) 1 2 3 4 5
Ｂ. 職務遂行能力 (以下 ｢職能給｣と略す) 1 2 3 4 5
Ｃ. 年齢または勤続年数 (以下 ｢年齢給｣ と略す) 1 2 3 4 5
１. 当
てはま
る
２. どちら
かといえば
当てはまる
３. どちらか
といえば当て
はまらない
４. 当
てはま
らない
A. 業績ないし成績の評価結果により，賃金・賞与で相当の格差がついている 1 2 3 4
B. 業績ないし成績の評価結果によっては，同期の間でも昇格・昇進には相当の開きが出ている 1 2 3 4
Ｃ. 業績ないし成績の評価結果によって，降格や降職となる者が実際にいる 1 2 3 4
Ｄ. 個人の業績や成果を評価するためぼ基準は客観的で納得性の高いものになっている 1 2 3 4
Ｅ. 現場の評価者の評価能力は，ほとんどバラツキはなく，ほぼ適正な評価ができている 1 2 3 4
Ｆ. 従業員に人事考課における評価基準や方法を明示している 1 2 3 4
Ｇ. 評価者は人事考課の評価結果を，理由も含めて被評価者にフィードバックしている 1 2 3 4
Ｈ. 評価結果を本人に知らせるか否かは，モラールダウン回避のために上司の判断に任せている 1 2 3 4
Ｉ. 自分の評価結果について意見や苦情を申し出やすい組織風土になっている 1 2 3 4
Ｊ. 人事考課表の作成 (評価基準，ウェイトなどの決定) には従業員代表が関与している 1 2 3 4
Ｋ. 従業員の処遇の基本は，金銭的な報酬よりも，やりがいのある仕事を与えることである 1 2 3 4
Ｌ. 会社単独の2005年度の経常利益は，前年度に比べて相当増加した 1 2 3 4
Ｍ. 会社単独の決算における利益指標は，ここ数年，相当順調に推移している 1 2 3 4
Ｎ. 会社を取り巻く競争環境は，５年前に比べ，相当厳しくなっている 1 2 3 4
基 本 給 の 決 定 要 素
すでに
導入し
ている
導入していないが 導入して
いたが，
廃止した
近い将来
導入予定
検討課題と
なっている
導入予定
はない
管理
職層
Ａ. 役割または職務の価値 (以下 ｢役割・職務給｣ と略す) 1 2 3 4 5
Ｂ. 職務遂行能力 (以下 ｢職能給｣と略す) 1 2 3 4 5
Ｃ. 年齢または勤続年数 (以下 ｢年齢給｣ と略す) 1 2 3 4 5
非管
理職
層
Ａ. 役割または職務の価値 (以下 ｢役割・職務給｣ と略す) 1 2 3 4 5
Ｂ. 職務遂行能力 (以下 ｢職能給｣と略す) 1 2 3 4 5
Ｃ. 年齢または勤続年数 (以下 ｢年齢給｣ と略す) 1 2 3 4 5
[付属資料：アンケート調査票]
賃金制度と評価における ｢過程の公平性｣ 施策に関するアンケート調査
問１. 以下のＡ～Ｎの各項目について，１～４のうちに該当するもの１つに○を付けて下さい。
問３. ①問１のＡ～Ｃの各部分が基本給全体に占める割合は，現在どの程度でしょうか。管理職層と非管理
職層のそれぞれについて，おおよその割合 (％) を記入して下さい。なお年俸制の場合は，月例給与の
内訳でお答え下さい。該当部分がない場合は×を付けてください。②各部分の割合は，５年前と比べて
変化していますか。また，③今後はどうなりますか。Ａ～Ｃの基本給決定の要素ごとに，②に関しては
１～３の中から，③に関しては１～４の中からそれぞれ該当する番号１つに○を付けてください。
問２. 貴社の基本給の決め方についてお尋ねします。基本給の決定要素としてＡ～Ｃを反映する部分は入っ
ていますか。管理職層と非管理職層のそれぞれについて，１～５の中から該当する番号１つに○を付け
てください。
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問４．問１で「A．役割・職務給」または「Ｂ．職能給」を「１．すでに導入している」と回答された方に
お尋ねします。
貴社の「役割・職務給」または「職能給」の型をお尋ねします。管理職層, 非管理職層それぞれにつ
いて, 次の１～５の中から該当する番号１つに○を付けて下さい。
問５．貴社の昇給（降給）システムとその運用実態についてお尋ねします。管理職層, 非管理職層それぞれ
について, 次の１から６の中から該当する番号すべてに○を付けて下さい。
問６．貴社では, 個人, 部門または会社の業績が, 月給, 賞与, または年俸制を採用している場合の年俸額
に反映されますか。管理職層, 非管理職層それぞれについて, 賃金および業績の項目ごとに, 「１．反
映する」または「２．反映しない」のいずれかに○を付けて下さい。
問７．直近の「賞与」または「年俸額」に関してお尋ねします。
問７－１．管理職層, 非管理職層それぞれについて, Ａ「賞与または年俸額の中で「業績査定部分」の占め
る割合（％）はどの程度ですか｣, １～５の中から該当する番号１つに○を付けて下さい。また, Ｂ
「業績査定部分のウェイトは５年前と比べて変化がありますか｣, Ｃ「業績査定部分のウェイトを今後
増やそうとお考えですか｣。これらの問について, それぞれ１～３の中から該当する番号１つに○を付
けて下さい。
「役割・職務給」または「職能給」の型
｢Ａ. 役割・職務給」の型 ｢Ｂ. 職能給」の型
管理職層 非管理職層 管理職層 非管理職層
１. 等級ごとに査定による「積み上げ昇給」がある １ １ １ １
２. 等級ごとに査定による「洗い替えの昇降給」がある ２ ２ ２ ２
３. 等級ごとに, 査定に応じた「メリット昇給」(等級内を幾つ
かに区切り, それぞれで昇降給の幅を変える方式）がある
３ ３ ３ ３
４. ｢シングルレート」のため, 等級内の昇降給はない ４ ４ ４ ４
５. その他 (具体的に： ) ５ ５ ５ ５
管理職層 非管理職層
１. 年齢や勤続に応じて毎年, 自動的に昇給する部分がある １ １
２. 能力や成果に対する査定結果が悪くても, 毎年, 最低限一定額は昇給する ２ ２
３. 能力や成果に対する査定結果が悪い場合には, ゼロ昇給または降給が起こりうる ３ ３
４. (運用実態：）最近の５年間に関して, ゼロ昇給の者がいる ４ ４
５. (運用実態：）最近の５年間に関して, 降給になった者がいる ５ ５
６. 毎年の昇給（降給）はなく, 査定結果はすべて賞与に反映させる ６ ６
区 分
Ａ. 個人業績 Ｂ. 部門業績 Ｃ. 会社業績
１.反映する ２.反映しない １.反映する ２.反映しない １.反映する ２.反映しない
管理
職層
月給部分 １ ２ １ ２ １ ２
賞与部分 １ ２ １ ２ １ ２
年 俸 額 １ ２ １ ２ １ ２
非管
理職
層
月給部分 １ ２ １ ２ １ ２
賞与部分 １ ２ １ ２ １ ２
年 俸 額 １ ２ １ ２ １ ２
区 分
Ａ「業績査定部分」の占める割合（％）
１.５％未満 ２.５～10％ ３.10～25％ ４.25～50％ ５.50％以上
管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
非管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
区 分
Ｂ. ５年前と比べて「業績査定部分」の割合は Ｃ. 今後「業績査定部分」の割合は
増えた 変化なし 減った 増やす 変えない 減らす
管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ １ ２ ３
非管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ １ ２ ３
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問７－２．管理職層, 非管理職層それぞれについて, 「賞与または年俸額」の中の「業績査定部分」に関し
て, Ａ「査定による格差の上限・下限で何％程度の振れ幅となる設計」ですか。また, Ｂ「実際にはど
の程度の開になっていますか｣。業績査定部分を100％とした場合に, １～５の中から該当する番号１つ
に○を付けて下さい。さらに, Ｃ「査定による上限・下限の開の実際は, ５年前と比べて拡大しました
か｣, また, Ｄ「査定による上限・下限の開は, 今後さらに拡大させるお考えですか｣。１～３の中から
該当する番号１つに○を付けて下さい。
問８. 以下のＡ～Ｈの各制度について, １～５のうち該当するもの１つに○を付けて下さい｡
問９－１．貴社には, 評価や査定に対する苦情や異議申し立てを受け付ける制度や仕組みはありますか。
１．ある ２．ない → 次頁の「問９－６」へお進み下さい。
問９－２．「１．ある」と回答された方にお尋ねします。その制度や仕組みとして以下で該当するものすべ
てに○を付けて下さい。
１．直属の上司を越えて二次評価者（以上）の上司と面談できる
２．直属の上司や評価権のある上司に知られることなく人事部と面談できる
３．会社側に苦情処理の機関が設置されている
４．労使同数のメンバーで構成される苦情処理機関が設置されている
５．会社と労働組合が苦情を協議したり処理する機関が設置されている
６．労働組合に苦情処理窓口が設置されている
７．個別に再度上司とじっくり話し合う機会をもつことになっている
８．その他（具体的に： )
問９－３．貴社の苦情や異議申し立ての制度や仕組みは申告しやすい仕組みになっていると思いますか。１
～４の中から該当するもの１つに○を付けて下さい。
１．申告しやすい ２．あまり申告しやすくない ３．かなり申告しにくい ４．どちらともいえない
問９－４．近年(過去５年程度), 苦情や異議申し立て件数はどのような傾向にありますか。該当するもの１
つに○を付けてください。
１．増加傾向にある ２．変わらない ３．減少傾向にある ４．把握していない
１. すでに導
入している
２. すでに導入しているが, 今
後は廃止・縮小する予定
３. 導入の方
向で検討中
４. 導入の
予定はない
５. かつて導入して
いたが廃止した
Ａ. 目標管理制度 １ ２ ３ ４ ５
Ｂ. 多面評価制度 １ ２ ３ ４ ５
Ｃ. 自己評価制度 １ ２ ３ ４ ５
Ｄ. コンピテンシー １ ２ ３ ４ ５
Ｅ. 職能資格制度 １ ２ ３ ４ ５
Ｆ. 職務（役割）等級制度 １ ２ ３ ４ ５
Ｇ. 社内公募制度 １ ２ ３ ４ ５
Ｈ. 社内ＦＡ制度 １ ２ ３ ４ ５
区 分
Ａ. 業績査定部分を100％とした場合, 査定による上限・下限の「制度設計上の」格差の開き
１. ±５％未満 ２. ±５～10％ ３. ±10～25％ ４. ±25～50％ ５. ±50％以上
管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
非管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
区 分
Ｂ. 業績査定部分を100％とした場合, 査定による上限・下限の「実際の」格差の開き
１. ±５％未満 ２. ±５～10％ ３. ±10～25％ ４. ±25～50％ ５. ±50％以上
管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
非管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
区 分
Ｃ. ５年前と比べて「上限・下限の開の実際は」 Ｄ. 今後「上限・下限の開」は
１. 拡大した ２. 変化なし ３. 縮小した １. 拡大する ２. 変化なし ３. 縮小する
管理職層の賞与または年俸額 １ ２ １ ２ ３
非管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ １ ２ ３
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付記：本稿は, 桃山学院大学総合研究所2005年度特定個人研究費による研究成果である。記して謝
意を表したい。
問９－５．過去５年間で, 苦情や異議申し立ての結果, 評価結果が見直されたケースはありますか。
１．ある ２．ない ３．わからない
問９－６．問９－１で「２．ない」と回答された方にお尋ねします。「ない」理由に該当する番号すべてに
○を付けてください。
１．考課者訓練を定期的に実施するなど, 公正な評価を行う仕組みが整っており, 苦情処理制度は必要ない｡
２．客観的で評価者の恣意性の入り込みにくい評価基準を採用しているので, 苦情処理機関は必要ない。
３．評価や査定結果の妥当性について, 苦情処理機関が裁定を下すのは基本的に困難であるから。
４．評価や査定結果については, 納得がいくまで上司と部下が話し合うのが一番良いと考えるから。
５．苦情処理機関を設けても, 従業員がそれを利用するとは思えないから。
６．現在はないが, 近いうちに導入を予定している。
７．その他（具体的に： ）
問10．貴社の人事処遇制度は, 一言でいうと以下の１～４のどれに該当しますか。管理職層, 非管理職層
（中堅層, 一般職層）のそれぞれについて, 最も近いと思われるもの１つに○を付けてください。
フェイスシート
Ａ．貴社の所属する産業ないし業種について, 該当する番号１つに○をつけてください。
Ｂ．平成18年10月１日現在の貴社の正規従業員数について, お伺いします。該当する番号１つに○をつけて下さい。
１．1,000人未満 ２．1,000～4,999人 ３．5,000～9,999人 ４．10,000人以上
※ここで得られましたデータは, 集計データとしてのみ利用し, 個々のケースの公表はいたしません。
ただし, 貴社名を本調査への協力会社として(修士)論文に記載しても良い場合には,「(修士)論文に
記載可」に○印をつけて下さい。また本調査に関連するインタビューを１時間程度行いたいのですが,
ご許可いただけますでしょうか。
※お差支えなければ, 下記にもご記入下さい。ご記入いただきました方には, 調査結果を送付させていただきます｡
ご記入が終わりましたら, 同封の返信用封筒にて, 平成19年１月12日(金)までにご返送ください。
ご多忙中にもかかわりませず, ご協力をいただきまして誠にありがとうございました。
１．農林・水産・鉱業 ４．電気・ガス・水道・熱供給事業 ７．金融・保険業
２．建設業 ５．運輸・通信業 ８．不動産業
３．製造業(具体的に ) ６．卸売・小売業 ９．サービス業
１. 年功主義 ２. 能力主義 ３. 成果主義 ４. その他（具体的に）
管理職層 １ ２ ３ ４（ ）
中 堅 層 １ ２ ３ ４（ ）
一般職層 １ ２ ３ ４（ ）
(修士）論文への記載 可 不可
貴社へのインタビュー 可 不可
担当者御芳名または係
TEL: ( ) E-mail :
貴社訪問の条件など
貴 社 名
ご 住 所
〒 －
TEL: ( )
記入者御芳名
所属・役職
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“Pay for Performance” Plans and Procedural Justice
in Japan
Yoshizo MASAKAME
I conducted a survey to examine which types of pay for performance plans are implemented and
which programs of procedural justice are introduced in large Japanese corporations which are
listed on Tokyo Stock Exchange and are headquartered in Kansai area. Important findings from
the analysis of survey data from 26 of these corporations include the following :
Many companies have different compensation philosophies for managerial and nonmanagerial
employees. The majority of companies (almost 60％) adopt performance-based compensation
philosophy for managerial employees and ability-based for nonmanagerial employees.
Many firms have multiple pay systems for multiple employee groups. The majority of firms
(72％) have introduced job-based pay for managerial employees, whereas the majority of firms
(52％) have introduced not job-based pay but ability-based or age-based pay for nonmanagerial
employees.
36 percent of the firms have adopted single-rate type of job-based pay system for managerial
employees, whereas 43 percent of them have adopted for nonmanagerial employees the type of
job-based pay system under which they have annual pay increase based on the results of person-
nel appraisal.
The majority of companies (almost 60％) report that 5％ to 25％ of the bonus amount for
nonmanagerial employees is assessed based on the evaluation of their individual performance,
while almost 30 percent of companies report that 50 and more percent of bonus amount for mana-
gerial employees is assessed based on the evaluation of their individual performance.
Almost all companies (96％) report that they adopt the programs of procedural justice under
which employees are informed about their performance standards in advance and 80 percent of
companies report that their employees are given feedback of their appraisal results.
Almost a half companies (46％) report that they create grievance procedures through which
employees can raise complaints about their performance ratings. And the companies that create
grievance procedures tend to adopt also the programs of procedural justice under which they have
employees or their representatives participate in performance appraisal design.
